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防災アダプト・プログラムにおける情報伝達のための 3次元地理空間情報と

民間企業情報の分析および表現に関する研究 

代表研究者 平岡 透 大分工業高等専門学校情報工学科准教授 

共同研究者 亀野 辰三 大分工業高等専門学校都市・環境工学科教授 

1 はじめに 

本研究では，防災アダプト・プログラムが効果的に機能するように地理空間情報を用いた分析および表現

手法を開発することを目的として，次の 3 つの研究を行った． 

① 地域防災における民間企業の共助意識に関する調査研究

② 空間情報の 3 次元化とその分析と表現に関する研究

③ 空間情報の分析と表現に関する基礎研究

以下に，本研究の概要を報告する．

2 研究内容 

2-1 地域防災における民間企業の共助意識に関する調査研究

大分市三佐地区に立地する民間企業，公益法人，医療機関，教育機関等，全 253 社に対してアンケー

ト調査を実施した．調査項目は次の通りである．

1) 防災活動に積極的に取り組む必要性

2) 災害時に，民間企業が地域の防災活動を担う役割とその重要度

3）民間企業が地域防災に積極的に関わることで生じる効果（メリット）

4) 民間企業における地域防災に関する総合評価

5) 地域の防災活動に積極的に関与できる条件

6) 地域での防災活動で一緒に取り組んでいる団体

7) 地域での防災活動の周知の方法

8) 今後の地域での防災活動の展開方法

9) 自治体との防災協定締結の有無とその名称

10) 災害時における物品・人員の提供の有無

11) 災害時における避難者のための受け入れ場所の提供の可能性

12) 災害時における避難者を受け入れ可能人数

13) 企業に関する属性（従業員数，建物階数，構造，業種，創業年数等）

調査方法は配布・回収とも郵送法を用いた．調査期間は平成 25 年 10 月 2 日～平成 25 年 12 月 15 日ま

でである．回収後，単純集計を行い，次に多変量解析の一種である因子分析を試みた．発送数 253，回収

数 48，回収率 19.0％であった（民間企業 43 社，民間企業以外 5 社）． 

上記 2）に関する因子分析からは「地域社会とのつながり」，「自社での体制整備」，「災害時での物

資等の提供」，「避難訓練への参加」の 4 つの因子が抽出され，民間企業はこれらの心理側面で地域防災

における民間企業の役割と重要度を捉えていることが判明した．また，民間企業を類型化するために，上

記 3)に因子分析を適用した.その結果，「社員の士気向上」・「自社イメージの向上」・「自社での体制

整備」の 3 つの因子が抽出され，これらの因子が民間企業が地域防災に関わることで生じる効果と捉えて

いることが明らかとなった．また，類型化を行うことにより，地域防災に関わることで効果を感じている

企業が明らかとなる一方で，地域防災に関わっても効果を感じられない企業の特性も明らかになった． 

2-2 空間情報の 3次元化とその分析と表現に関する研究

道路ネットワークデータ（財団法人日本デジタル道路地図協会提供）の構成点に 5m メッシュの DEM

（Digital Elevation Model）（国土地理院提供）を用いて最近隣内挿法で標高を付与した．同様に，建物

データ（大分市都市計画部都市計画課提供）の重心の地盤高を 5m メッシュの DEM を用いて最近隣内挿
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法で標高を付与した．また，建物データの高さは 1 階の高さを 3m として建物階数を乗じることによって

設定した． 

標高を付与した 3 次元空間情報を用いて，健常者や災害時要援護者別の三佐小学校や避難可能な建物ま

での避難可能な範囲を視覚的および定量的に分析・評価した．このとき，建物データの重心位置から最近

隣の道路ネットワークデータ上の位置までの移動時間や津波避難ビルの安全な階数まで移動する時間を

考慮した．別府湾地震と南海トラフ地震で発生した津波に対してそれぞれ評価を行った．また，健常者と

災害時要援護者別でも評価した．現在，大分市三佐地区で公的に指定されている津波避難ビルは，三佐小

学校のみである．そこで，三佐小学校のみを津波避難ビルとした場合の避難可能範囲を分析・評価した．

このとき，三佐小学校への出入口は，現地調査の結果，図 4 に示す黒丸の 2 箇所のみであった．別府湾地

震での大分市三佐地区付近の津波高と津波到達時間を，2012 年 11 月 26 日に大分県庁で開かれた県地域

防災計画再検討委員会の有識者会議の想定部会の新聞発表（2012）を参考に，それぞれ 7.33m と 18 分と

設定した．また，南海トラフ地震での大分市三佐地区付近の津波高と津波到達時間を，それぞれ 3.66m と

88 分と設定した．この結果を図 1 から図 4 に示す． 

図 1 三佐小学校までの避難可能範囲 図 2 三佐小学校までの避難可能範囲 

（別府湾地震・健常者） （別府湾地震・災害時要援護者） 

図 3 三佐小学校までの避難可能範囲 図 4 三佐小学校までの避難可能範囲 

（南海トラフ地震・健常者） （南海トラフ地震・災害時要援護者） 
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2-3 空間情報の分析と表現に関する基礎研究

地理情報の DEM を補間および圧縮する新しい方法を開発した．DEM の補間には結合特異値分解およ

びバイラテラルフィルタを，DEM の圧縮にはバイラテラルフィルタを用いた．また，航空機搭載型レー

ザスキャナデータからバイラテラル最小値フィルタとバイラテラル最大値フィルタを用いて地面の点を抽

出する新しい方法も開発した．さらに，区分的法線ベクトルを用いて建物データを高速に描画する方法も

開発した． 

（１）結合特異値分解を用いた DEM の補間

結合特異値分解を用いて DEM の未知点を補間する方法を提案した．結合特異値分解は，多重画像で

の画像内と画像間の両方の冗長性を圧縮する方法である．ここではこの多重画像の圧縮を DEM に応用

するに当たり，DEM をブロック分割して，各ブロックを多重画像の各画像に対応づけた．このとき，

ブロック内の冗長性はブロック内の相関に基づいた特異値分解によって圧縮され，地形の主要な特徴を

表現することになる．一方，ブロック間の冗長性はブロック間の相関に基づいて圧縮され，類似したブ

ロックが多いほど地形の特徴を表現しやすくなる．一般的に，冗長性の圧縮と再現性はトレードオフの

関係にある．提案法では，結合特異値分解を用いて DEM の冗長性を圧縮し，その後復元した DEM の

未知点の標高を求めた．提案法によって再現される未知点の標高は，主要な地形の特徴によって補間さ

れることになる．

提案法を起伏のある 2.0km×1.5km の範囲の 5m メッシュの DEM（国土地理院発行「数値地図 5m メ

ッシュ（標高）」）に適用した．「数値地図 5m メッシュ（標高）」は，0.1m の単位で標高が格納されてい

る．DEM にランダムに選択された 100 点の未知点があるとし，正方ブロックサイズ（提案法でのパラ

メータの一つ）を 5，10，20，25，50 として実験を行った．実験の結果を図 5 と図 6 に示す．図 5 は，

提案法で補間された未知点の標高と未知点の作成前の標高の差の絶対値（較差）の平均と，補間で使用

した特異ベクトルおよび特異値の数（特異数）の関係を表わしている．図 6 は，較差の最大値と特異数

の関係を表わしている．

図 5 較差の平均と特異数の関係 図 6 較差の最大値と特異数の関係 

（２）バイラテラルフィルタを用いた DEM の補間

ある地点と類似した地形が周辺地域にも存在すると仮定して，バイラテラルフィルタを用いて DEM

を補間する方法を提案した．提案法はモードフィルタを用いる方法（以下，従来法）と類似しており，

従来法は DEM の補間する点にあらかじめ初期値として設定した標高の影響を受けるが，提案法は逐次

更新された標高を用いて処理するため初期値として設定した標高の影響を受けにくいと考える． 

提案法を起伏のある 2.0km×1.5km の範囲の 5m メッシュの DEM（国土地理院発行「数値地図 5m メ

ッシュ（標高）」）に適用した．DEM に 1×1，2×2，3×3，4×4，5×5 の未知点の塊がランダムに 100 箇

所あるとして，提案法と従来法を用いてそれぞれ実験を行った．この実験で得られた較差の平均と最大
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値をそれぞれ表 1 と表 2 に示す． 

  表 1 提案法と従来法の比較（較差の平均［m］）  表 2 提案法と従来法の比較（較差の最大値［m］） 

塊の大きさ 提案法 従来法 塊の大きさ 提案法 従来法 

1×1 0.216 0.252 1×1 1.229 1.245 

2×2 0.304 0.336 2×2 1.942 1.979 

3×3 0.364 0.452 3×3 2.952 2.962 

4×4 0.466 0.623 4×4 4.198 5.126 

5×5 0.546 0.730 5×5 5.377 6.676 

（３）バイラテラルフィルタを用いた DEM の圧縮

DEMの標高を実数のまま取り扱うことができるバイラテラルフィルタを用いた DEMの圧縮の方法を

提案した．提案法を起伏のある 2.0km×1.5km の範囲の 5m メッシュの DEM（国土地理院発行「数値地

図 5m メッシュ（標高）」）に適用した．結合特異値分解を用いた方法との比較実験を行うことでも提案

法の有効性を検証した．提案法と結合特異値分解を用いた方法を比較した結果を図 7 に示す．図 7 の横

軸が圧縮率，縦軸が平均較差を表している． 

図 7 提案法と結合特異値分解を用いた方法の比較 

（４）バイラテラル最小値／最大値フィルタを用いた航空機搭載型レーザスキャナデータからの地面抽出

バイラテラル最小値フィルタとバイラテラル最大値フィルタを用いて航空機搭載型レーザスキャナデ

ータデータ（国土交通省九州地方整備局大分河川国道事務所提供）から地面の点を抽出する簡易な方法

を提案した．提案法を傾斜や建物，草木が存在する 400m×400m の範囲で最低標高が 3.09m，最高標高

が 64.10m の LS データに適用した．提案法によって抽出された地面の点を図 8 に示す． 
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図 8 提案法によって抽出された地面の点 

（５）区分的法線ベクトルを用いた建物データの高速描画

建物側面カリング法の計算処理を区分的法線ベクトルを用いて削減して建物データを高速に描画する

方法を提案した．提案法は，法線ベクトルを北から東回りにある一定角度で区分されたグループに割り

当て，法線ベクトルと視線ベクトルのなす角の計算量を削減する． 

大分市の建物データ 167,425 軒（図 9 参照）を用いた実験を通してその有効性を検証した．大分市内

の建物データにおいて，建物データの上面のポリゴン数は 167,425 個，建物データの側面のポリゴン数

は 1,256,313 個，建物データの全体のポリゴン数は 1,423,738 個であった．図 9 に示す視点 1 と視点 2

（標高 500m）で描画した描画時間はそれぞれ 0.087 と 0.183 秒であった．計算環境は，OS が Windows 

7 Home Premium，CPU が 2.30GHz，メモリが 8.00GB，グラフィックチップが NVIDIA GeForce 

GT630M，使用言語は VC++と OpenGL である． 

図 9 大分市の建物データ 
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3まとめ 

本研究では，防災アダプト・プログラムが効果的に機能するように地理空間情報を用いた分析手法を開発

することを目的として，①地域防災における民間企業の共助意識に関する調査研究，②空間情報の 3 次元化

とその分析と表現に関する研究，③空間情報の分析と表現に関する基礎研究を行った． 

今後の課題は，次の通りである． 

・①の研究で地域防災における民間企業の共助意識に関する意識調査を行ったが，全国的に先行研究が乏

しく，また民間企業の共助に関する意識調査の事例も少なかったために，調査票の設計に時間を要した．

そのために，三佐地区内の企業と協力して調査票を設計したが，南海トラフ巨大地震や別府湾を震源と

する巨大津波で甚大な災害が予想されている同地区にも関わらず，アンケートの回収率が 20％に届かな

かった．まだまだ民間企業が“共助”を担うという意識が乏しい実態が明らかになったが，今後はこれら

の問題に対する対策が必要である．

・②の研究では，建物の構造や収容人数，避難者間の情報伝達などを考慮した避難場所を選定する方法を

開発する必要がある．また，アンケート調査の結果を空間情報の分析に反映させる必要があるが，アン

ケート調査の返答のない企業の取り扱い方を検討する必要がある．

・③の結合特異値分解を用いた DEM の補間では，提案法がより効果的に使用できるように，未知点の標

高に初期値を付与する方法を検討する必要がある．また，より多くの場所で実験を行い，地形の範囲や

形状に応じたより最適な正方ブロックサイズを設定する方法や特異値の数を設定する方法を明らかにす

る必要もある．

・③のバイラテラルフィルタを用いた DEM の補間と圧縮では，より多くの場所で実験を行い，地形の起

伏に応じた場所ごとに異なる最適なパラメータの値を自動で設定する方法を開発する必要がある．

・③のバイラテラル最小値／最大値フィルタを用いた航空機搭載型レーザスキャナデータからの地面抽出

では，急斜面で草木が密集している場所にも提案法を適用できるように改良する必要がある．また，提

案法の各種パラメータを変えての比較実験を行うことも今後の課題である．さらに，地形の起伏や建物

密集地，草木部などに応じた場所ごとに異なる最適なパラメータの値を自動で設定する方法を開発する

ことも考えている．

・③の区分的法線ベクトルを用いた建物データの高速描画では，提案法に LOD の技術を組み込み，建物

データの上面の点数を削減することで，より広範囲の建物データに対して高速化を行う必要がある．

・③の基礎研究の成果を防災アダプト・プログラムにどのように組み込むかも今後の課題である．

民間施設の津波避難ビルとしての有効活用は今後推進すべき重要課題と考えられる．しかし，津波の発生

時間帯や地震の影響など現実的に考慮すべき点が残されていると考える．また，津波避難ビルをあらかじめ

定めておき，細かく津波避難ビルを決めておく場合，浸水状況，水の流れも含めてシミュレーションを行い，

避難経路も決めておく必要があると考える． 
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